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(54) Title: PRODUCTION METHOD FOR OUTER TUBE FOR PRE-FILLED SYRINGE

(54) 発明の名称 ：プレフィル ドシリンジ用外筒の製造方法

(57) Abstract: Provided i s a technology for the production 01
an outer tube for a pre-filled syringe having high transparency
and produced by using a cyclic olefin resin as a raw material
therefor. In the method for producing the outer tube for a pre-
filled syringe formed by injection molding a cyclic olefin res
in composition, the surface roughness of the core of an injec
tion molding mold, for molding the outer tube for the pre-
filled syringe, i s adjusted to a specific range, and an outer
tube for the pre-filled syringe i s produced that has a light ray
transmittance of at least 70% when light having a wavelength
of 450 nm vertically incident to the side wall of the outer tube
of the pre-filled syringe has passed through said side wall.

(57) 要約：環状ォレフィン樹脂を原料として製造さ
れ、高い透明性を有するプレフィル ドシリンジ用
外筒を製造する技術を提供する。 環状ォ レフィ
ン樹脂組成物を射出成形 してなるプレフィル ドシ
リンジ用外筒を製造する方法において、プレフィ
ル ドシリンジ用外筒を成形するための、射出成形
用金型のコアの表面粗さが特定の範囲に調整 し、

(b) プレフィル ドシリンジ用外筒の側壁に対 して垂直
に入射する波長 4 5 0 n m の光が前記側壁を透過

10 30 したときの光線透過率が 7 0 % 以上であるプレ
フィル ドシリンジ用外筒を製造する。



明 細 書

発明の名称 ：プレフィル ドシリンジ用外筒の製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、環状才レフィン樹脂を用いて製造 したプレフィル ドシリンジ用

外筒に関する。

背景技術

[0002] 従来の一般的なシリンジは、使用時に薬剤を吸い上げる方法で使用されて

いた。 しかしながら、この使用方法は操作効率が悪いことや薬剤の充填ミス

等のヒューマンエラ一が発生しやすい。そこで、最近では、予め所定の薬剤

を所定量充填 したプレフィル ドシリンジが好ましく使用されている。

[0003] プレフィル ドシリンジを構成する材料は、軽量、割れ難い等の取り扱いの

容易性等の観点から樹脂であることが好ましい。 しかしながら、一般的なシ

リンジの製造に使用されるポリプロピレンを用いて製造されたプレフィル ド

シリンジは、ポリプロピレンの水蒸気バリァ性が低いため、薬剤に含まれる

水分が、保管時に揮発する問題が生じる。

[0004] また、使用する樹脂の種類によっては、樹脂の耐薬品性が不充分な結果、

プレフィル ドシリンジの保管中に樹脂に含まれる成分が薬剤中に溶出する等

の問題が生じる。また、プレフィル ドシリンジは薬剤が充填される前に加熱

殺菌されるため、耐熱性に優れることも要求される。

[0005] このため、プレフィル ドシリンジの原料として使用可能な樹脂は限られて

おり、使用可能な樹脂としては、例えば、特許文献 1 に記載されるような芳

香族ビニル系重合体が挙げられる。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：特開平 1 1 — 1 6 4 8 8 7 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題



[0007] ところで、環状才 レフィン樹脂は、耐熱性、耐薬品性、水蒸気バ リア性等

に優れる樹脂として知られている。さらに、環状才レフィン樹脂は透明性に

も優れるため、環状才レフィン樹脂を用いてプレフィル ドシリンジを製造す

ると、薬剤を視認 しゃすいという効果も得 られる。

[0008] 本発明者 らは、樹脂製のプレフィル ドシリンジの性能を改善する目的で、

環状才レフィン樹脂を原料とするプレフィル ドシリンジ用外筒の製造を試み

たところ、製造されたプレフィル ドシリンジ用外筒の透明性が良好ではなか

つた。

[0009] 本発明は上記課題を解決するためになされたものであり、その目的は、環

状才 レフイン樹脂を原料として製造され、高い透明性を有するプレフィル ド

シリンジ用外筒を製造する技術を提供することにある。

課題を解決するための手段

[001 0] そこで、本発明者 らは、環状才 レフィン樹脂を原料として製造され、高い

透明性を有するプレフィル ドシリンジ用外筒を製造するために鋭意研究を重

ねた。その結果、プレフィル ドシリンジ用外筒を成形するための、射出成形

用金型のコア （可動側）の表面粗さが特定の範囲にあれば、上記課題を解決

できることを見出し、本発明を完成するに至った。より具体的には、本発明

は以下のものを提供する。

[001 1] ( 1 ) 環状才レフィン樹脂組成物を射出成形 してなるプレフィル ドシリ

ンジ用外筒を製造する方法であって、射出成形金型を構成するコアの表面粗

さ R z が 5 0 m以下の射出成形用金型を用い、プレフィル ドシリンジ用外

筒の側壁に対 して垂直に入射する波長 4 5 0 n mの光が前記側壁を透過 した

ときの光線透過率が 7 0 %以上であるプレフィル ドシリンジ用外筒の製造方

法。

[001 2] ( 2 ) 前記表面粗さは 3 0 m以上である （1 ) に記載のプレフィル ド

シリンジ用外筒の製造方法。

[001 3] ( 3 ) 射出成形金型を構成するコアの抜き勾配が実質的に 0 度である （

1 ) 又は （2 ) に記載のプレフィル ドシリンジ用外筒の製造方法。



[0014] ( 4 ) 前記 コア表面 には、 Τ ί 、 C r 、 Z r 、 C 、 A I 及び Ν ί か ら選

択 され る少な くとも一種 の元素 を含む潤滑性硬質皮膜 が形成 されている （1

) か ら （3 ) のいずれかに記載 の プ レフィル ドシ リンジ用外筒の製造方法。

[001 5] ( 5 ) 前記潤滑性硬質皮膜 は、 ダイヤモ ン ドライク力一ボ ン （D L C )

、 C r N 、 Τ ί Ν、 T i C 、 T i C N 、 Τ ί Α Ι Ν、 T i C r N 、 A I C r

N 、 Z r N 、又 は N ί か ら選択 され る少な くとも一種 か ら構成 され る （4 )

に記載 の プ レフィル ドシ リンジ用外筒の製造方法。

発明の効果

[001 6] 本発明によれば、環状才 レフ ィ ン樹脂 を原料 と して用い、高い透明性 を有

するプ レフィル ドシ リンジ用外筒 を製造することがで きる。

図面の簡単な説明

[001 7] [ 図 1] 図 1 は、 プ レフィル ドシ リンジを模式的に示す図であ り、 （a ) は斜視

図であ り、 （b ) は （a ) の M M 断面図である。

[ 図2] 図 2 ( a ) は、実施例 で製造 した プ レフ ィル ドシ リンジ用外筒の寸法 を

示す図であ り、 （b ) は金型 内のスプル一、 ランナー、 ゲー トの位置 を示す

図である。

[ 図 3 ] 光線透過率 の測定方法 を説明するための模式図である。

発明を実施するための形態

[001 8] 以下、本発明の実施形態 について説明する。 なお、本発明は以下の実施形

態 に限定 されない。

[001 9] 本発明はプ レフィル ドシ リンジ用外筒 を製造する方法である。本発明にお

いて製造 され るプ レフィル ドシ リンジ用外筒の形状 は特 に限定 されない。先

ず、本発明の プ レフィル ドシ リンジ用外筒が使用 され る一般 的な プ レフィル

ドシ リンジについて図面 を用いて簡単 に説明する。

[0020] < プ レフ ィル ドシ リンジ >

図 1 はプ レフィル ドシ リンジを模式的に示す図であ り、 （a ) は斜視 図で

あ り、 （b ) は （a ) の M M 断面図である。 プ レフィル ドシ リンジ 1 は、 プ

レフイリレドシ リンジ用外筒 1 0 、 プ レフイリレドシ リンジ用外筒 1 0 の一端 と



連結 した力ニ ュ ー レ2 0 、 プレフィル ドシ リンジ用外筒 1 0 の他端か らプレ

フィル ドシ リンジ用外筒 1 0 の内部に進退可能に揷通されたプランジャー 3

0 とを備える。

[0021 ] プ レフィル ドシ リンジ用外筒 1 0 の一端には、力ニュー レ2 0 と連結する

ためのルアー 1 0 1 、他端にはフランジ 1 0 2 が形成されている。 また、 プ

レフィル ドシ リンジ用外筒 1 0 の内部の空間は薬剤が収容される薬剤収容空

間である。 フランジ 1 0 2 側のプレフィル ドシ リンジ用外筒 1 0 の開口か ら

、 プランジャー 3 0 が揷通される。 また、図 1 ( b ) に示すように、 プレフ

ィル ドシ リンジ用外筒 1 0 の内壁面の抜 き勾配を e と した。

[0022] 力ニュー レ2 0 は、端部のス トッパー 2 0 1 が存在 し、 このス トッパー 2

0 が上記ルアー 1 0 1 と嵌合することで、力ニュー レ2 0 とプレフィル ド

シ リンジ用外筒 1 0 とが連結する。

[0023] プランジャー 3 0 は、上記の通 り、 プレフィル ドシ リンジ用外筒 1 0 の端

部か ら薬剤収容空間に進退可能に揷通されている。 プレフィル ドシ リンジの

保管時においては、 プランジャー 3 0 の端部は薬剤収容空間内の薬剤 と接触

した状態にある。

[0024] 続 いて、 プレフィル ドシ リンジ用外筒の製造方法について簡単に説明する

。上記プレフィル ドシ リンジ 1 内に薬剤が充填された状態で一定期間保管 し

た後、使用時にプランジャー 3 0 をプレフィル ドシ リンジ用外筒 1 0 の内部

にさらに押 し込むことで、薬剤収容空間の容積が小さくなると同時に、ルァ

—部 1 0 1 か ら薬剤が押出され、押出された薬剤は力ニ ュ ー レ2 0 内を通 つ

て、 プレフィル ドシ リンジの外部に出る。

[0025] 上記の通 り、 プレフィル ドシ リンジ 1 は、内部に薬剤が収容された状態で

—定期間保管される。 このため、 プレフィル ドシ リンジ用外筒 1 0 が、水蒸

気透過性の低い材料か ら構成される場合には、薬剤に含まれる水分が外部に

出て しまう問題が生 じる。

[0026] また、 プレフィル ドシ リンジ 1 の内部に薬剤が収容された状態で長期間保

管すると、薬剤 とプレフィル ドシ リンジ用外筒 1 0 の内壁面 とが接触 した状



態が長期間続くことになる。 したがって、プレフィル ドシリンジ用外筒 1 0

を構成する材料の耐薬品性が低い場合には、その材料の分解物等が薬剤中に

溶け出る問題が生じる。

[0027] 本発明の製造方法で得られるプレフィル ドシリンジ用外筒 1 0 は、後述す

る環状才 レフィン樹脂組成物から構成される。環状才 レフィン樹脂組成物に

は環状才レフィン樹脂の優れた耐薬品性、水蒸気バリァ性が表れるため、環

状才レフイン樹脂組成物を用いてプレフィル ドシリンジ用外筒を製造 した場

合には、上記のような問題は生じない。

[0028] しかし、環状才レフィン系樹脂組成物を用いてプレフィル ドシリンジ用外

筒を製造 しょうとした場合、充分な透明性をプレフィル ドシリンジ用外筒が

有さないという問題が生じる。

[0029] さらに、環状才レフィン樹脂組成物を原料としてプレフィル ドシリンジ用

外筒を製造すると、環状才レフィン樹脂固有の硬さゆえに、製造時に金型か

らプレフィル ドシリンジ用外筒を取り出しにくくなる。製造時に金型からプ

レフィル ドシリンジ用外筒を取り出し難い問題は、生産性の低下につながる

[0030] 本発明では、以下の方法でプレフィル ドシリンジ用外筒を製造するため、

環状才レフィン樹脂を用いて製造 してなるプレフィル ドシリンジ用外筒の透

明性を高めることができる。

[0031 ] 特に、本発明の好ましい条件で製造すれば、製造時にプレフィル ドシリン

ジ用外筒を金型から容易に取り出すことができ、高品質なプレフィル ドシリ

ンジ用外筒の生産性を高めることができる。

[0032] < プレフィル ドシリンジ用外筒の製造方法>

本発明のプレフィル ドシリンジ用外筒の製造方法は、環状才レフィン樹脂

組成物を射出成形 してなるプレフィル ドシリンジ用外筒の製造方法である。

[0033] 本発明の製造方法では、射出成形用金型として、コアの表面粗さR z が 5

0 m以下のものを用いる。コアの表面粗さを上記の範囲に調整することで

、環状才 レフィン樹脂組成物を原料として用いる場合であっても透明性の高



ぃプレフィル ドシリンジ用外筒を製造することができる。

[0034] コアの表面粗さR z を上記範囲に調整する方法は特に限定されないが、粒

度番手が 2 0 0 0 番以上 1 0 0 0 0 番以下の研磨材を用いて、コアを研磨す

る方法が挙げられる。ここで、研磨材の粒度番手が大きくなるほど表面粗さ

R z は小さくなり、粒度番手が小さくなるほど表面粗さR z は大きくなる。

このため、研磨材の粒度番手を適宜調整することで、上記表面粗さR z を調

整することができる。また、研磨する際の具体的な方法は特に限定されず、

例えば、サン ドぺ一パ等の目の粗い研磨体を用いる方法や、液体状の研磨材

(コンパゥン ド）と布又はスポンジ製のパフと呼ばれる研磨体を使用する方

法、又はこれらの方法を組み合わせた方法等が挙げられる。

[0035] ただ し、粒度番手が大きくなるほど、表面粗さR z は小さくなり、製造直

後のプレフィル ドシリンジ用外筒を金型から取り出しにくくなる。例えば、

コアの表面粗さ R z がおよそ 1 0 m以下になるとこの問題が表れ始める。

したがって、製造直後のプレフィル ドシリンジ用外筒の金型からの取り出し

やすさも考慮 して、コアの表面粗さを調整する必要がある。例えば、コアの

表面粗さ R z が 2 0 m以上 5 0 m以下であれば、プレフィル ドシリンジ

用外筒は透明性に優れ、且つ製造時にプレフィル ドシリンジ用外筒が金型か

ら取り出しにくい問題も生 じない。コアの表面粗さを上記の好ましい範囲に

調整するためには、粒度番手が 2 0 0 0 番以上 8 0 0 0 番以下の研磨材を用

いることが好ましい。特に好ましいコアの表面粗さR z は 3 O m以上 5 0

m以下である。

[0036] また、コアに潤滑性硬質皮膜を形成させることでも、プレフィル ドシリン

ジ用外筒の透明性を改善することができる。潤滑性硬質皮膜は、 Τ ί 、 C r

、 Z r 、 C、 A I 及び S i から選択される少なくとも一種の元素を含む。本

発明においては、潤滑性硬質皮膜は、ダイヤモン ドライク力一ボン （D L C

) 、 C r N、 Τ ί Ν、 T i C、 T i C N、 Τ ί Α Ι Ν、 T i C r N、 A I C

r N、 Z r N、又はN ί から選択される少なくとも一種から構成されること

が好ましい。



[0037] コアに潤滑性硬質皮膜を形成する方法は特に限定されないが、例えば、堆

積法で形成される。堆積法 としては、気相法が好適であ り、例えば、直流電

源、交流電源又は高周波電源等を電源 とするプラズマC V D ( C h e m ί c

a I V a o D e p o s i t i o n ) 法等のC V D 法、 A I P ( A r

c I o n P l a t i n g ) 法等の P V D ( P h y s i c a l V a p o

r D e p o s ί t ί o n ) 法、マグネ トロンスパ ッタ法、イオンビ一ムス

パ ッタ法等のスパ ッタ法、及びイオン化蒸着法等が挙げられる。 また、 N i

等の場合は電解めつき、無電解めつき等の湿式法が挙げられる。 これ らの潤

滑性硬質皮膜は単層でも多層でもよい。

[0038] 潤滑性硬質皮膜の表面の表面粗さ R z は 5 0 m以下でな くてもよい。潤

滑性硬質皮膜の表面の摩擦係数がコアより小さいため、表面粗さ R z が 5 0

m以下でな くても、 プレフィル ドシ リンジ用外筒の透明性が高 くなる。た

だ し、潤滑性硬質皮膜を形成する金型表面の表面粗さは、外筒内面の表面粗

さを小さくするという理由で 5 0 m以下である必要がある。

[0039] < 環状才 レフ ィン樹脂組成物>

プレフィル ドシ リンジ用外筒の原料 となる環状才 レフィン樹脂組成物につ

いて説明する。環状才 レフィン樹脂組成物には環状才 レフィン樹脂が含まれ

る。

[0040] 環状才 レフ ィン樹脂は、環状才 レフ ィン成分を共重合成分 として含むもの

であ り、環状才 レフ ィン成分を主鎖に含むポ リオ レフ ィン樹脂であれば、特

に限定されるものではない。例えば、環状才 レフ ィンの付加重合体又はその

水素添加物、環状才 レフ ィンと —才 レフ ィンの付加共重合体又はその水素

添加物等を挙げることができる。

[0041 ] また、環状才 レフ ィン樹脂 としては、上記重合体に、さらに極性基を有す

る不飽和化合物をグラフ 卜及び/ 又は共重合 したもの、を含む。

[0042] 極性基 としては、例えば、カルボキシル基、酸無水物基、エポキシ基、ァ

ミノ基、 ア ミ ド基、エ ステル基、 ヒ ドロキシル基、スル ホ基、ホ スホ ノ基、

ホスフイノ基等をあげることができ、極性基を有する不飽和化合物 としては



、 （メタ）ァクリル酸、マレイン酸、無水マレィン酸、無水ィタコン酸、グ

リシジル （メタ）ァクリレー 卜、 （メタ）アクリル酸アルキル （炭素数 1 ~

1 0 ) エステル、マレイン酸アルキル （炭素数 1 ~ 1 0 ) エステル、 （メタ

) アクリルアミ ド、 （メタ）アクリル酸 _ 2 —ヒドロキシェチル等を挙げる

ことができ、好ましくは、カルボキシル基、酸無水物基、エポキシ基、アミ

ノ基、アミ ド基、エステル基、 ヒドロキシル基、スルホ基、ホスホノ基、ホ

スフィノ基が挙げられる。

[0043] 環状才レフィン樹脂としては、環状才レフィンと —才レフィンの付加共

重合体又はその水素添加物が好ましい。

[0044] また、環状才レフィン成分を共重合成分として含む環状才レフィン系樹脂

としては、市販の樹脂を用いることも可能である。市販されている環状才レ

フィン系樹脂としては、例えば、 Τ 0 P A S (登録商標） （T o p a s A

d v a n c e d P o l y m e s 社製）、 ァペル （登録商標） （三井化学

社製）、ゼ才ネックス （登録商標） （日本ゼオ ン社製）、ゼ才ノア （登録商

標） （日本ゼオン社製）、アー トン （登録商標） （J S R社製）等を挙げる

ことができる。

[0045] 環状才レフィンと —才レフィンの付加共重合体として、特に好ましい例

としては、 〔1〕炭素数 2 ~ 2 0 の —才レフィン成分と、 〔2 〕下記一般

式 （I ) で示される環状才レフィン成分と、を含む共重合体を挙げることが

できる。

[化1]

(式中、 R R 1 2は、それぞれ同一でも異なっていてもよく、水素原子、ハ



ロゲン原子、及び、炭化水素基からなる群より選ばれるものであり、

R 9 とR i 。、 R i i とR i 2 は、一体化 して 2 価の炭化水素基を形成 してもよ

ぐ

R 9又は R 1 0 と、 R 1 1又は R 1 2 とは、互いに環を形成 していてもよい。

また、 n は、 0 又は正の整数を示 し、

n が 2 以上の場合には、 R 5 ~ R 8は、それぞれの繰 り返 し単位の中で、そ

れぞれ同一でも異なっていてもよい。）

[0046] 〔1 〕炭素数 2 ~ 2 0 の —才レフィン成分について説明する。炭素数 2

~ 2 0 の —才レフィンは、特に限定されるものではない。例えば、特開 2

0 0 7 _ 3 0 2 7 2 2 と同様のものを挙げることができる。また、これらの

—才レフィン成分は、 1種単独でも2 種以上を同時に使用 してもよい。こ

れらの中では、エチレンの単独使用が最も好ましい。

[0047] 〔2 〕一般式 （I ) で示される環状才レフィン成分について説明する。一

般式 （I ) における R R 1 2は、それぞれ同一でも異なっていてもよく、水

素原子、ハロゲン原子、及び、炭化水素基からなる群より選ばれるものであ

る。

[0048] R R 8の具体例としては、例えば、水素原子 ；フッ素、塩素、臭素等の

ハロゲン原子 ；メチル基、ェチル基、プロピル基、プチル基等の低級アルキ

ル基等を挙げることができ、これらはそれぞれ異なっていてもよく、部分的

に異なっていてもよく、また、全部が同一であってもよい。

[0049] また、 R 9 ~ R 1 2の具体例としては、例えば、水素原子 ；フッ素、塩素、臭

素等のハロゲン原子 ；メチル基、ェチル基、プロピル基、イソプロピル基、

プチル基、イソプチル基、へキシル基、ステアリル基等のアルキル基 ；シク

口へキシル基等のシクロアルキル基 ；フエニル基、 トリル基、ェチルフエ二

ル基、イソプロピルフ I ニル基、ナフチル基、アン トリル基等の置換又は無

置換の芳香族炭化水素基 ；ベンジル基、フ I ネチル基、その他アルキル基に

ァリ一ル基が置換 したァラルキル基等を挙げることができ、これらはそれぞ

れ異なっていてもよく、部分的に異なっていてもよく、また、全部が同一で



あってもよい。

[0050] R 9 とR i Q、又は R 1 1とR 1 2 とが一体化 して 2 価の炭化水素基を形成する

場合の具体例 としては、例えば、ェチ リデン基、 プロピリデン基、ィソプ口

ピリデン基等のアルキ リデン基等を挙げることができる。

[0051 ] R 9又は R 1 0 と、 R 1 1又は R 1 2 とが、互いに環を形成する場合には、形成

される環は単環でも多環であってもよく、架橋 を有する多環であってもよく

、二重結合を有する環であってもよく、 またこれ らの環の組み合わせか らな

る環であってもよい。 また、 これ らの環はメチル基等の置換基を有 していて

もよい。

[0052] 一般式 （I ) で示される環状才 レフ ィン成分の具体例 としては、特開 2 0

0 7 - 3 0 2 7 2 2 と同様のものを挙げることができる。

[0053] これ らの環状才 レフ ィン成分は、 1種単独でも、 また 2 種以上を組み合わ

せて使用 してもよい。 これ らの中では、 ビシクロ [ 2 . 2 . 1 ] ヘ プタ一 2

—ェン （慣用名 ：ノルボルネン）を単独使用することが好ま しい。

[0054] 〔1 〕炭素数 2 ~ 2 0 の —才 レフ ィン成分 と 〔2 〕一般式 （I ) で表 さ

れる環状才 レフ ィン成分 との重合方法及び得 られた重合体の水素添加方法は

、特に限定されるものではな く、公知の方法に従 って行 うことができる。ラ

ンダム共重合であっても、 プロック共重合であってもよいが、ランダム共重

合であることが好ま しい。

[0055] また、用いられる重合触媒についても特に限定されるものではな く、チ一

ダラ一 ナッタ系、メタセシス系、メタ口セ ン系触媒等の従来周知の触媒を

用いて周知の方法により環状才 レフィン系樹脂を得ることができる。

[0056] 次いで、その他共重合成分について簡単に説明する。環状才 レフ ィン系樹

月旨 （Α ) は、上記の 〔1 〕炭素数 2 ~ 2 0 の —才 レフィン成分 と、 〔2 〕

一般式 （I ) で示される環状才 レフ ィン成分以外に、本発明の目的を損なわ

ない範囲で、必要に応 じて他の共重合可能な不飽和単量体成分を含有 してい

てもよい。

[0057] 任意に共重合されていてもよい不飽和単量体 としては、特に限定されるも



のではないが、例えば、炭素 —炭素二重結合を 1 分子内に 2 個以上含む炭化

水素系単量体等を挙げることができる。炭素 —炭素二重結合を 1 分子内に 2

個以上含む炭化水素系単量体の具体例 と しては、特開 2 0 0 7 _ 3 0 2 7 2

2 と同様のものを挙げることができる。

[0058] 上記のような環状才 レフィン樹脂 を用いた場合、 プレフィル ドシ リンジ用

外筒が硬 くなる。 このため、 プレフィル ドシ リンジ用外筒の内壁面の抜 き勾

配 （図 1 ( b ) 中の ) が小さい場合であっても、抜 き勾配が実質的にゼロ

でなければ、使用時にプランジャーを押 してプレフィル ドシ リンジ用外筒内

の薬剤 を押出す際の妨げになる。なお、上記内壁面の抜 き勾配が 0 度である

ことは、射出成形金型を構成するコァの抜 き勾配が実質的に 0 度であること

を意味する。

[0059] 樹脂 を用いてプレフィル ドシ リンジ用外筒を製造する場合には、製造直後

のプレフィル ドシ リンジ用外筒を金型か ら取 り出 しやす くするために、 プレ

フィル ドシ リンジ用外筒の内壁面の抜 き勾配が実質的にゼロでないことが好

ま しい。 しか し、上記の本発明で使用する射出成形用金型を用いれば、上記

抜 き勾配が実質的にゼロの場合であっても、製造直後のプレフ ィル ドシ リン

ジ用外筒を金型か ら取 り出 しやす くなる。

[0060] ここで、上記抜 き勾配が実質的にゼロとは、抜 き勾配が 0 . 5 度以下であ

る場合を指す。そ して、抜 き勾配が 0 . 5 度以下の場合に上記取 り出 し困難

の問題が生 じる。

[0061 ] なお、環状才 レフィン樹脂組成物 には、本発明の効果を害さない範囲で、

環状才 レフ ィン樹脂以外の成分が含 まれていてもよい。その他の成分 と して

は、例えば、その他の樹脂、無機充填剤、核剤、顔料、酸化防止剤、安定剤

、可塑剤、滑剤、離型剤等が挙げられる。

[0062] < プ レフィル ドシ リンジ用外筒の製造方法>

本発明のプレフ ィル ドシ リンジ用外筒は射出成形法で製造される。射出成

形の製造条件は特 に限定されず、使用する環状才 レフ ィン樹脂組成物 に応 じ

て適宜設定する。



[0063] < プレフィル ドシリンジ用外筒>

本発明の製造方法で製造されたプレフィル ドシリンジは、透明性が高い。

具体的には、プレフィル ドシリンジ用外筒の側壁に対 して垂直に入射する波

長 4 5 0 n mの光が側壁を透過 したときの光線透過率が 7 0 %以上である。

[0064] また、プレフィル ドシリンジ用外筒の表面積が大きくなるほど、製造直後

のプレフィル ドシリンジ用外筒を金型から取り出しにくくなる。プレフィル

ドシリンジ用外筒の長さL は、通常、 3 O m m以上 1 5 O m m以下であり、

プレフィル ドシリンジ用外筒の内径 Rは、通常、 2 m m以上 5 O m m以下で

ある。上記のような通常の大きさのプレフィル ドシリンジ用外筒であれば、

上記の通り、射出成形用金型のコアの凹凸を3 0 m以上 5 0 m以下に設

定することで、製造直後のプレフィル ドシリンジ用外筒が金型から抜けにく

くなる問題も生 じにくし、。

実施例

[0065] 以下に、実施例に基づいて本発明をより具体的に説明するが、本発明はこ

れらの実施例によって限定されるものではない。

[0066] [ 射出成形用金型]

本実施例では、図 1 に示す形状のプレフィル ドシリンジ用外筒を製造する

。このプレフィル ドシリンジ用外筒の寸法は、図 2 ( a ) に示 した。また、

図 2 ( a ) に示す通り、実施例で製造 したプレフィル ドシリンジ用外筒は、

内壁面の抜き勾配が 0 度である。

[0067] 上記プレフィル ドシリンジ用外筒の形状のキヤビティを有する金型は、図

2 ( b ) に示すような形状のスプル一、ランナー、ゲ一 卜を備える。ゲ一 卜

の位置Gは図 2 ( a ) にも示 した。また、図 2 ( b ) に示す通り、スプル一

径、ランナーの長さ、ゲ一 卜径はそれぞれ、 4 . O m m、 2 0 m m、 3 . 0

m mである。そして、図 2 ( b ) に示すように、スプル一とランナーとの接

続点、ランナーとゲ一 卜との接続点に、 3 つのェジェクタ一ピンが設けられ

ている （P I N 1 ~ 3 ) 。また、 P I N 1 で表 したェジェクタ一ピンには、

離型抵抗を測定するための圧力センサ （「9 2 2 3 A 」、日本キスラー社製



) が接続 されている。 この圧力センサか ら得 られたデータは工業用チャージ

アンプ （「5 0 7 3 A 」、 日本キスラー社製）を用いて変換 され、変換 され

たデータは D A T A F L O W L i g h t I I ( 日本キスラー社製）でモ

ニタ一可能になっている。

[0068] そ して、表面が表 1 に示す条件で処理 された金型を用意 した。表 1 におけ

る 「粒度番手」はコアの表面を処理するために使用 した研磨材の粒度番手 を

表す。実施例 1 ~ 5 はダイヤモ ン ド砥粒 を用いて行 うエアロラップ処理であ

り、実施例 6 及び比較例 1 はダイヤモ ン ドぺ一ス 卜を用いて旋盤で行 う研磨

処理である。 また、表 1 における 「コーテ ィング」は表面処理 されたコア表

面に形成 される潤滑性硬質皮膜の種類 を表す。本実施例 においては潤滑性硬

質皮膜 を N ί は無電解め つき法、 C r Ν と Τ ί Ν は P V D 法、 D L C はィ才

ン化蒸着法 という方法で形成 した。

[0069] [ 表面粗 さの評価 ]

コア表面の表面粗 さ R z 、潤滑性硬質皮膜の表面の表面粗 さ R z を、株式

会社キ一エ ンス社製の 「超深度 カラ一 3 D形状測定顕微鏡 V K — 9 5 0 0

」を用いて、 J I S B 0 6 0 1 - 9 9 4 に準拠 した方法で測定 した。

測定結果を表 1 に示 した。なお、表 1 中の単位は mである。

[0070] [ プ レフィル ドシ リンジ用外筒の製造 ]

環状才 レフィン樹脂組成物 と して、 ノルボルネンとエチ レンとの共重合体

( T O P A S 6 0 1 3 S - 0 4 T o p a s A d v a n c e d P o l y

m e r s 社製、 ガラス転移温度 1 3 8 °C ) を用い、実施例及び比較例のプレ

フ ィル ドシ リンジ用外筒を製造 した。なお、製造条件は、金型温度が 1 0 5

°C、シ リンダ一温度が 2 8 0 °C である。

[0071 ] 製造直後のプレフ ィル ドシ リンジ用外筒を金型か ら取 り出す際に、 P I N

1 にかかった圧力を上記圧力センサで測定 した。測定結果 （実施例 1 ~ 6 及

び比較例 1 の各測定における最大値）を離型抵抗値 と し表 1 に示 した。表 1

中の単位はM P a である。

[0072] [ 透明性の評価 ]



実施例 1 ~ 6 、比較例 1 のプレフィル ドシリンジ用外筒の透明性は、曰本

分光株式会社製 「紫外可視分光光度計 V _ 5 7 0 」に 「積分球装置 I S

N —4 7 0 型」をセットした装置を用いて測定 した。サンプルはプレフィル

ドシリンジ用外筒が延びる方向にシリンジを半分に切断 し、ここから2 分割

された円筒形状のサンプルを切 り出した （ここでは、ルアー部とプレフィル

ドシリンジ用外筒との連結位置から 1 7 . 5 m m付近を切 り出した）。切 り

出したサンプルを図 3 に示すようにサンプル固定ホルダ一にセッ卜し、 4 5

0 n mの光に対する光線透過率を測定 した。測定結果を表 1 に示 した。表 1

中の単位は％である。

[0073] [表 1]

[0074] 表 1 に示す通り、射出成形金型を構成するコアの表面粗さR z が 5 0 m

以下の場合には、プレフィル ドシリンジ用外筒の透明性が高くなる。また、

実施例 1 ~ 5 と実施例 6 とから、コァの表面粗さが 3 0 m以下であり、金

型のコアに潤滑性硬質皮膜が形成されていない場合には、離型抵抗値が大き

くなることが確認された。また、実施例 1 と実施例 2 ~ 5 とから、潤滑性硬

質皮膜の形成により離型抵抗値が低 くなることが確認されると同時に、実施

例 1 は潤滑性硬質皮膜が形成されていないにもかかわらず、透明性に優れ、

離型抵抗値も実施例 2 ~ 5 よりもやや高い程度であることが確認された。

符号の説明

[0075] プレフィル ドシリンジ

1 0 プレフィル ドシリンジ用外筒

0 ルァ一

1 0 2 フランジ



力二 ュ一 レ

ス トッパ ー

プ ラ ンジ ャ一



請求の範囲

環状才 レフィン樹脂組成物 を射出成形 してなるプ レフィル ドシ リン

ジ用外筒 を製造する方法であ って、

射出成形金型 を構成するコアの表面粗 さ R z が 5 0 m 以下の射出

成形用金型 を用い、

プ レフィル ドシ リンジ用外筒の側壁 に対 して垂直に入射する波長 4

5 0 n m の光が前記側壁 を透過 した ときの光線透過率が 7 0 % 以上で

あるプ レフィル ドシ リンジ用外筒の製造方法。

前記表面粗 さは 3 0 m以上である請求項 1 に記載のプ レフ ィル ド

シ リンジ用外筒の製造方法。

射出成形金型 を構成するコアの抜 き勾配が実質的に 0 度 である請求

項 1 又 は 2 に記載のプ レフィル ドシ リンジ用外筒の製造方法。

前記 コア表面 には、 Τ ί 、 C r 、 Z r 、 C 、 A I 及び N i か ら選択

される少な くとも一種の元素 を含む潤滑性硬質皮膜が形成 されている

請求項 1 か ら3 のいずれかに記載のプ レフィル ドシ リンジ用外筒の製

法。

前記潤滑性硬質皮膜 は、 ダイヤモン ドライク力一ボ ン （D L C ) 、

C r N、 Τ ί Ν、 T i C 、 T i C N、 Τ ί Α Ι Ν、 T i C r N、 A I

C r N、 Z r N 、又は N ί か ら選択 される少な くとも一種か ら構成 さ

れる請求項 4 に記載のプ レフィル ドシ リンジ用外筒の製造方法。
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